
 

大学発・事業提案制度 提案実績一覧 

 

 

採択 

年度 提  案  者 提案の名称 事業の概要 

平成 

21 
昭和音楽大学 アートマネジメント人材

を活用した多機能型音楽

活動の推進による「神奈

川モデル」の構築 

・高校生を対象とし、県内の公立文化施設及

び県立高校での室内楽を中心とする鑑賞教

室を実施することで、鑑賞者を育成すると

ともに、アートマネジメント人材及び新進

芸術家の育成を行う。 
21 文教大学 学校非公式サイト対策の

ための知識共有と対策支

援の提案 

・学校非公式サイトを調査分析し、対象校へ

報告するとともに、当該サイトの問題、そ

の対策及び調査結果を学校間で共有する。

また、登録された情報を、情報リテラシー

教材として活用することにより、教育現場

への知識の還元を図る。 
21 情報セキュリ

ティ大学院大

学 

情報セキュリティ事故の

対応技術に関する教材の

作成 

・情報セキュリティ事故発生時の対応手順の

策定方法を具体的に示す教材を作成すると

ともに、県内の中小企業や自治体を対象

に、作成した教材による講座の実施や教材

の配布、インターネットへの公開を実施

し、広く普及促進を図る。 
21 小田原女子短

期大学 

県内高等学校との高大連

携による｢保育者養成導

入講座｣の開発と実施 

・県立小田原高校（定時制）をパイロット校

として、大学が作成した「保育者養成導入

講座」のプログラムに沿った出張授業を通

年で展開し、保育に関心を示している生徒

の意欲を高め、高校と大学が連携した学

習・進路支援を行う。 
22 慶應義塾 市民的相互圏形成に関す

る実践的研究～新しいケ

ア・コミュニティ形成へ

の政策支援～ 

・ケア・コミュニティづくりの詳細な事例研

究等を行うとともに、県、市、自治会、Ｎ

ＰＯ等がフラットな関係の中で議論をし、

ケア・コミュニティの形成に向けた協働の

仕組みを作り出す。 
22 桐蔭横浜大学 福祉支援者支援のための

要介護者生活状態情報発

信スマートシステムの研

究 

・要介護者のプライバシーに配慮しつつ、福

祉関連業務に関わる介護者や従事者の負担

を軽減することを目指し、要介護者の生活

振動を計測することにより生活状態を推定

し、情報発信するシステムを研究開発す

る。 
22  文教大学 「かながわ観光プランナ

ー」育成セミナー ～地

域の魅力を創り、育て、

届ける力で地域を変える

～ 

・観光振興に必要な能力を備えた自治体や観

光関係団体、施設の職員を育成するため、

専門的な教育を行うモデルプログラムを開

発し、実施・検証を行う。 

 

 



22 横浜国立大学 里地里山の保全手法等に

関する調査研究 

・「里地里山活動協定」により実施されてい

る里地里山保全等の活動の状況を、現地調

査等を通じて把握し、里地里山の保全手法

の有効性を検証するとともに、保全活動の

効果を向上させるための改善手法を研究す

る。 
22 横浜商科大学 災害時における観光者、

外国人、障害者の避難誘

導方法に関する調査研究 

・災害発生時における観光者等の安全・安心

の確保を図るため、箱根町をケーススタデ

ィの対象地域として観光者に対する避難誘

導方法等について調査研究する。 
23 県立保健福祉

大学 

性暴力対応医療者の養成

プログラムの開発及び実

施に関する研究 

・性暴力被害者が心身のケア及び生活再建の

ために必要な支援を受けることができる包

括的な性暴力支援体制を神奈川県に構築す

るため、性暴力被害に対応できる知識と技

能を持った保健医療福祉専門職の養成プロ

グラムを開発し、モデル事業を実施する。 
23 国際医療福祉

大学 

神奈川県民生委員児童委

員協議会・神奈川県社会

福祉協議会との協働によ

る「精神障害者が社会参

加するための支援の準備

セミナー」モデルの開発 

・「精神障害者が社会参加するための支援の

準備セミナー」と通年で展開し、地域住民

が精神障害者の社会参加への理解を高め、

精神障害者自身が社会参加に積極的になれ

る市民風土作りと共に、精神障害者の社会

参加支援グループの育成を行う。 
23 横浜国立大学 独創的で理科への興味を

高める高等学校生物実験

プログラムの開発 

・高校生が興味を持てる独創的な生物実験プ

ログラムを開発・普及するため、コミュニ

ケーション力や論理的思考の技術に関する

講義・演習を受講した提案大学の学生が、

高校との調整をもとに実験プログラムの開

発及びキット化を進める。 
23 昭和音楽大学 

女子美術大学 

(共同提案) 

芸術系大学連携による参

加型ミュージカル創作と

公立文化施設の活用を通

じた賑わいの創出 

・県内芸術系大学との連携協働により、演

劇、ダンス、音楽、美術の各分野が融合し

た総合舞台芸術であるミュージカル創作を

実施する。 
23 専修大学 大規模災害時に携帯電話

へエリアワンセグ配信を

行うための臨時災害放送

の設計と、県内市町村、

放送局・情報通信連携に

よるマルチモーダルな災

害情報基盤の整備・制度

化の推進 

・大地震など大規模災害初動時の、神奈川県

域における緊急情報システムとしてエリア

ワンセグ伝送を使用し、主に携帯電話への

情報配信を行うため、必要な研究調査を行

ったうえで、技術検証、需要・効果検証、

制度化、条例化、手続き標準化を立案推進

する。 

24 神奈川大学 新たなビジネスチャンス

を創出する中小企業のた

めのリチウム二次電池オ

ープンラボ 

・未来のエネルギー社会に対応した新型電池

の開発のための実験設備を提供し、中小企

業がリチウム二次電池の産業に新たなビジ

ネスチャンスを生み出すためのオープンラ

ボの開設を行う。 

 

 



24 國學院大學 大学から小中学校への環

境・エネルギーに関する

実験を主とした授業提案 

・小中学生が将来に渡り環境問題やエネルギ

ー問題に取り組み課題を解決する資質を、

実験を通して身につけられる授業の開発と

小中学校への提案を行う。 
24 横浜国立大学 県民総力戦で創る事前復

興計画 

・事前復興計画及び災害に対する事前対策と

して、災害に強いまちづくりを実現するた

めの手法を検討することを目的に、神奈川

県内における地域課題活動や研究成果の蓄

積を生かして、地域が抱える課題を県庁や

地域住民の視点を交えながら整理する研究

調査及び実践的活動を実施する。 
25 青山学院大学

文教大学 

（共同提案） 

Web上の違法有害情報対

応のための人材育成と対

策支援システムの構築 

・【有害情報対応人材の育成と支援】 

 県警が推進するサイバー空間浄化のための

防犯ボランティアに参加する人材育成のた

め、教材の開発と有害情報検出システムの

開発 
25 神奈川大学 宇宙エレベーターの実験

機製作を通じた、夢を持

ちチャレンジ精神に溢れ

る人材づくりと地域産業

との人材交流プロジェク

ト 

・【宇宙エレベーターの実験機制作】 

 高校生を対象とした、宇宙エレベーターの

実験機の制作や競技会の開催による科学的

興味の喚起 

25 相模女子大学 発達障害の子育て支援シ

ステムに対する提案 

～子どもの発達を促すた

めのペアレントプログラ

ムの開発・実証・普及を

通して～ 

・【発達障害児の子育て支援】 

 幼児期の発達障害児の親が問題行動に適切

に対応できるようにするペアレントプログ

ラムの開発と普及 

25 鶴見大学 小学生が日本と世界の古

典籍類を実見・体感し、

知性を刺激して感性を涵

養するためのプログラム

と教材の開発と実施の提

案 

 

・【小学生に古典籍】 

 小学生に大学所蔵の和漢洋の古典籍に直接

触れて、その魅力を実感してもらう体験プ

ログラムの開発と教材の作成 

26 小田原短期大

学 

子育て家庭の孤立予防の

ためのひろば全戸参加事

業（赤ちゃんひろば事

業）の開発 

・既存の乳児家庭全戸訪問事業を生かした孤

立予防プログラムの開発・実施・普及 

・孤立予防のための交流の場となる「ひろ

ば」の構築 

・グループワークの実施を通じた親の教育力

の養成 
26 横浜国立大学 里地里山の保全効果に関

する学際的研究 

・里地里山の有する多くの機能を生かしてい

るかの観点から保全活動の効果を科学的に

検証 

・県内里地里山保全等地域(10地域)を対象 

・大学の５つの研究部門でそれぞれの見地か

らデータ分析 



26 慶應義塾大学 ムスリム接遇人材育成プ

ログラムの開発と実施－

共生的モデルの構築とと

もに 

・ハラール認証制度によらない先進的なムス

リム接遇等の提案 

・ムスリムおもてなしセミナー、理解講座、

語学講座の実施 

・県産牛によるハラール肉の試験的生産 

・アラブ人学生歓迎プログラムの実施等を通

じた相互理解の促進 
27 神奈川大学 神奈川からはじめる「数

学嫌い」を変える教育ア

ニメーションの開発 

・ 数学に対する苦手意識等を払拭させるた

めのオリジナルアニメを開発 

・「中学・高校生向け公開講座」や「教員免

許更新講習」において、開発アニメの講義

や出張授業を実施 
27 東海大学 神奈川県内自治体でのシ

ティプロモーション支援

手法の開発 

・県内市町村（政令市を除く）及び県外の先

進自治体を対象に、シティプロモーション

の実施状況や自治体の特性を調査・分析 

・各自治体の地域特性を活かせる「シティプ

ロモーションモデルプラン」を作成 

・県内自治体連絡会議を実施し、市町村の要

望に応じたコンサルティングを実施 
27 神奈川工科大

学 

青少年のための節度ある

ＩＣＴ類の利用文化構築

に向けたコミュニティプ

ログラムの開発と推進 

・県内におけるＩＣＴ依存症の実態を広範・

詳細に調査 

・ＩＣＴ依存症を周囲（教員・学生・父母）

の支援により改善するためのマニュアル

（コミュニティ・ガイド）を作成 

・コミュニティ・リーダー（教員・学生・父

母）を育成し活動を支援 
28 田園調布学園

大学 

「神奈川県子ども合衆

国」を実現するための制

度構築 

・子ども達が労働体験・納税体験・街づくり

体験を行うことができる活動（キッズタウ

ン）を神奈川県全域に普及させるための運

営マニュアル、予約システムの開発 

・運営事務局、運営を支援するボランティア

グループの立ち上げ 

 
28 東海大学 ＩＣＴを活用した防災訓

練・防災マップ作成によ

る若年層への防災教育 

・Twitterを用いた防災情報共有システムを

活用した防災訓練の実施 

・スマートフォン向けデジタル防災マップ作

成アプリを活用したワークショップの実施 

・若年層向け防災教育パンフレットの作成・

配布 
28 東京都市大学 【LoveDobokuKANAGAWA】 

県内土木施設を紹介する

ＷＥＢサイトの構築とＳ

ＮＳによる情報発信、お

よびこれを基盤とするイ

ンフラツーリズムの展開 

・県内土木施設を紹介する WEBサイトの開

設、SNSによる広報と支援 

・県内インフラツーリズムのプラットフォー

ムの構築とイベントの実施 

 

 

 

 

 



29 東海大学 神奈川県の科学立県を実

現する子供から高齢者ま

で参画できる科学実験教

材・方法の開発 

・各年齢層に応じた科学教材を作成し、科学

教室や講習会を実施。 

・科学教室や講習会の参加者に実験教材やテ

キストを配布し、自ら進んで理科実験を行

える体制を構築。 
29 横浜市立大学 神奈川県の若年者におけ

るヘリコバクターピロリ

感染症対策のモデル事業 

・県内大学でヘリコバクターピロリ感染診断

及び感染者に対する除菌治療の実施。 

・結果公表と若者の啓蒙への活用。 
29 星槎大学 箱根町及び神奈川県県西

地域における多世代共創

による人生 100歳時代の

インクルーシブなコミュ

ニティモデルづくり 

・「はこね 100歳ライフデザインカレッジ」

及び「星槎はこね住民学会」を設立し、特

に高齢者が積極的に社会参加できる仕組み

をつくる。 

・「運動」「食」などをテーマに健康寿命を

伸ばすプログラムを提供。 
30 横浜国立大学 Woodyかながわ～広葉樹

の活用による地域活性化

と県民の健康増進 

・県内広葉樹林の現況把握や保全活動の調

査、広葉樹林の活用方策についてのコン

ペ、美しい広葉樹林 50 選の選定等を実施

する。 

30 昭和音楽大学 健康寿命延伸に向けた高

齢者施設での音楽活用事

業かながわモデル 

・高齢者施設における音楽療法の実践や施設

職員が行う音楽活動を推進する研修及び

web動画配信等を実施する。 

30 横浜市立大学 神奈川県における慢性痛

対策としての啓発活動 

・医療者及び患者・家族、一般市民に対し、

慢性痛についての講演会・ワークショップ

等を通じて啓発活動を実施する。 

令和 

元 
昭和大学 神奈川県における災害時

の妊産婦・母子支援対策

の整備 

・県助産師会と連携してワークショップの開

催や、マニュアルの作成を行い、助産師が

専門的支援を行える体制を整備する。 

元 神奈川工科大

学 

ＳＤＧｓ活動支援拠点形

成に向けた大学発環境教

室プログラムの実施 

・環境団体と連携してワークショップや環境

教室プログラム、シンポジウムを実施し、

ＳＤＧｓ活動支援拠点の形成を目指す。 

元 鎌倉女子大学 少子高齢社会のかながわ

多世代子育て・孫育てコ

ミュニティ構築 

・中高年世代、祖父母世代を対象にしたプロ

グラムを実施し、「かながわ多世代子育

て・孫育てコミュニティ」を構築する。 

２ 専修大学 SDGsの浸透・普及のため

の啓蒙活動～神奈川県の

中小企業を対象に～ 

・県内の中小企業における SDGs取組実態調

査を行い、SDGs浸透の阻害要因を明らかに

して、県内中小企業の SDGs活用を後押し

する広報資料等を作成し、効果測定を行

う。 

２ 慶應義塾大学 新常態における身体活

動・運動・スポーツの促

進と SDGsの達成 

・オンラインを中心とする運動習慣獲得プロ

グラムを活用するとともに、モデル地域に

おける身体活動促進策を健康増進施策のみ

ならず、運動しやすいまちづくりや環境整

備などの関連施策全体で捉えなおし、SDGs

の達成に寄与する総合的な施策・事業の実

現につなげる。 



提案件数と採択件数 

年度 平成 

２１年度 

 

２２年度 

 

２３年度 

 

２４年度 

 

２５年度 

 

２６年度 

 

２７年度 

提案件数 ９件 １１件 ７件 ８件 ６件 １３件 ８件 

採択件数 ４件 ５件 ５件 ３件 ４件 ３件 ３件 

 

年度  

２８年度 

 

２９年度 

 

３０年度 

令和 

元年度 

 

２年度 

提案件数 １３件 ８件 ９件 １０件 ９件 

採択件数 ３件 ３件 ３件 ３件 ２件 

 


